
令和７年度渋Ｐａｙ加盟店補助金交付要領 

令和８年２月６日から適用 

 

　本補助金の交付目的、交付手続等は、次のとおりです。

 　地域経済の活性化及び市民の地域活動、健康増進活動等の促

交付目的 進に資する渋Ｐａｙの利用環境を整備するため、予算の範囲内

においてスマートフォン又はタブレット型端末購入費用及び準

備費用の一部を補助します。

内  　申請時において次に掲げる条件を満たす者です。 

容  　（１）　渋Ｐａｙを使用することができる店舗として、しぶ

 かわ電子地域通貨「渋Ｐａｙ」事業実施要綱（令和４年渋

 川市要綱）第６条の規定に基づき、加盟店として登録して

補助対象者 いること。 

　（２）　渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３

０号）第２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規

定する暴力団員でないこと。

 １　端末購入費用 

 　次に掲げる条件を満たすスマートフォン又はタブレット型　

 端末等の本体に係る購入費です。ただし、加盟店１店舗につ　

 き３台までとします。 

補助対象経費 　（１）　渋Ｐａｙの利用環境を整備するために必要となる端

　　末であること。 

　（２）　インターネットに接続できること。 

　（３）　加盟店用のアプリケーションソフトウエアを利用す

　　ることができること。 

　（４）　令和７年１２月１日以降に購入したものであること。 

２　準備費用 

　次に掲げる条件を満たす資機材等の購入費等です。 

　（１）　加盟店として判別できる販促品の掲示等に要する経

　　費 

　（２）　加盟店として渋Ｐａｙの利用準備のため臨時的に雇

　　用した者の人件費 

　（３）　その他、加盟店として渋Ｐａｙの利用準備に要した

　　一時的経費

 １　端末購入費用 

 　補助対象経費の１０分の１０の額とし、加盟店１店舗につき

補助金額 ３万円を限度とします。 

２　準備費用 

　補助対象経費の１０分の１０の額とし、加盟店１店舗につき

５千円を限度とします。



予算額 　この補助金の事業全体の補助限度額は、５３７万５千円です。 

　限度に達した時点で受付を終了します。

交  　行革・DX 推進課へ書面の提出又はメールにて申請してくだ

付  さい。予算額に達した時点で申請の受付を終了します。 

手  　渋Ｐａｙ加盟店補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）

続  に必要事項を記入し、次に掲げる書類を添えて、購入・支払日

等 交付申請の方法、 より起算して２か月以内又は令和８年３月３１日のいずれか早

時期等 い日までに提出してください。 

１　端末購入費用 

　（１）　スマートフォン又はタブレット型端末の本体購入に

係る領収書の写し又はその代金の支払が確認できる書類 

　（２）　購入したスマートフォン又はタブレット型端末のメ

ーカー、型式、台数が確認できる書類（領収書等に確認で

きる記載がある場合は不要） 

２　準備費用 

　（１）　準備費用として資機材等の購入等に係る領収書の写

し又はその代金の支払が確認できる書類 

【注】押印は省略することが可能ですが、その場合、書類の真

正性を担保するため、必要に応じ、電話等で確認を行う場合

があります。

 　申請のあった日から７日以内に交付決定及び確定をします。

 ただし、３月に申請されたものは、当月内に交付決定及び確定

交付決定、確定の をします。 

時期等 　補助金の交付又は不交付を決定したときは、渋Ｐａｙ加盟店

補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により通知し

ます。

 　渋Ｐａｙ加盟店補助金交付請求書（様式第３号）に渋Ｐａｙ

請求の方法、支払 加盟店補助金交付決定通知書を添えて、請求してください。 

時期等 　提出された請求書に基づき、請求日から３０日以内に支払い

ます。

 　次の場合は、補助金の交付決定の全部又は一部が取り消され

 ます。 

 　（１）　偽りその他不正な手段により交付決定又は交付を受

交付決定の取消し けたとき。 

又は補助金の返還 　次の場合は、指定された期限までに、補助金を返還しなけれ

ばなりません。 

　（１）　補助金の交付を受けた後、補助金の交付決定を取り

消された場合は、取消しに係る部分の金額

 渋Ｐａｙ加盟店補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）

申請書等の様式 渋Ｐａｙ加盟店補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号） 

渋Ｐａｙ加盟店補助金交付請求書（様式第３号）



 　補助金の交付は１加盟店につき１回限りとします。ただし端

その他 末費用を申請していない場合は別に申請することができます。 

　補助対象者は、補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え付

け、当該補助対象事業が完了した年度の翌年度から５年間保存

しなければなりません。

 渋川市役所行革・DX 推進課（本庁舎） 

取扱担当課 電話　０２７９－２５－８４１４（直通） 

　　　０２７９－２２－２１１１（内線２４３０） 

メールアドレス　digital@city.shibukawa.gunma.jp



様式第１号 

年　　月　　日 

 

渋川市長　様 

 

申請者　　所 在 地　　　　　　　　　　　　　 

事業者名　　　　　　　　　　　　　 

代 表 者　　　　　　　　　　　　　 

担 当 者　　　　　　　　　　　　　 

電話番号　　　　（　　　）　　　　 

（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。） 

 

　　　渋Ｐａｙ加盟店補助金交付申請書兼実績報告書 

　渋Ｐａｙ加盟店補助金について、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

　なお、申請に当たっては、渋Ｐａｙ加盟店補助金交付要領（補助対象者及び補助対

象経費）の要件に該当することを誓約します。 

記 

１　補助対象経費の明細 

 

 
 

 
（１）　端末購入費用

 
メ ー カ ー

 
型  式  名

 
台　　　数 台　　

 
購入年月日 年　　月　　日　　

 
購 入 金 額 円※１

 
（２）　準備費用

 　該当する項目に☑を入れ、具体的な品名等、金額を記載してください。 

 

□資機材等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円 

 

 

□人件費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円 

 

 

□その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　円※２



２　補助金の申請額 

 
３　添付書類 

　（１）　端末購入費用 

　　　購入したスマートフォン又はタブレット型端末の本体購入に係る領収書の写

し又はその代金の支払が確認できる書類、メーカー、型式、台数が確認できる書

類（領収書等に確認できる記載がある場合は不要） 

　（２）　準備費用 

　　　準備費用として資機材等の購入等に係る領収書の写し又はその代金の支払が

確認できる書類 

 

４　誓約事項 

　（１）　渋Ｐａｙ加盟店として登録しています。 

　（２）　渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）第２条第１号に

規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員に該当していません。 
　（３）　渋Ｐａｙの利用環境を整備するために必要となる端末購入費用及び渋Ｐａ

ｙの利用準備に要した費用であり、申請内容に虚偽はありません。

 
（１）端末購入費用（※１） 円（上限３万円）

 
（２）準 備 費 用（※２） 円（上限５千円）

 
合　　計（申請額） 円



 様式第２号

 第　　号

 年　　月　　日

 　　　　　　　　　様

 

渋川市長　　　　　　　　　　印　　　 

 

 　　　渋Ｐａｙ加盟店補助金交付（不交付）決定通知書

　　　　年　　月　　日付けで申請のあった渋Ｐａｙ加盟店補助金につい

 て、下記のとおり決定したので通知します。

 記

１　補 助 金 の 申 請 額 円

２　補 助 金 の 決 定 額 円

３　補助金交付予定日 　　　　年　　月　　日

 

 ４　補助金不交付理由

 

 ５　指 示

 

 

 

 

 

 

 



 様式第３号

 年　　月　　日

 

 　渋川市長　　様

 

　　　　　　　　　　申請者　　所  在   地　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　代  表   者　　　　　　　　　　　　　

 

 　　　渋Ｐａｙ加盟店補助金交付請求書

 　渋Ｐａｙ加盟店補助金について、下記のとおり請求します。

 記

１　補助金請求額
 

請　求　額 
金　　　　　　　　　　　　　円

 
（補助金の決定額）

 ２　振込先

金融機関名

店　　　名

預 金 種 別 　普通　　当座　 口座番号

 （フリガナ）
口座名義人

 

 

 

記載責任者

 ・記載責任者：　　　　　　　　電話番号：　　　　（　　　）

・担　当　者：　　　　　　　　電話番号：　　　　（　　　）


